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はじめに
　女性の社会進出が進んだ現代においても，女性が家事に果
たす役割は大きく，働く女性は，仕事と家事の時間配分とい
う問題に悩まされることが多い．そして，働く女性の家事労
働に費やすことができる時間の減少は，ファストフードを食
べる回数の増加や，夕食を作る回数の減少といった食の外部
化と関連している可能性が高い．例えば，女性の機会費用の
増加が食生活の簡便化と結びついていることが，茂野（2004）
や住本・草苅（2009）によって指摘されている．食の外部化
は，調理に要する家事労働時間の節約に貢献する一方で，栄
養バランスの偏りなどをもたらす可能性がある．さらに，家
事労働に費やす時間の減少は，家族と一緒に食事を食べる回
数の減少や，朝食を食べる回数の減少といった孤食や欠食を
誘引することも考えられる．孤食と欠食は，食育推進基本計
画で望ましくない食生活とされている．
　家族の食生活は，女性の家事への関わり方によって大きな
影響を受けるため，仕事と家族の望ましい食生活との両立に
向けた方策を考えるためには，女性の労働へのかかわりが家
族の食生活のスタイルにどのような影響を与えているか，そ
の仕組みを理解することが必要である．
　これまで就業の有無と食生活との関係についての分析等
は行われているが1），いずれも若年層や高齢層などに対象を
絞っている．本稿のように，世代を問わず成人女性を対象と
した全国調査はなく，さらに就業形態の違いにまで踏み込ん
だ分析はみられない．女性の労働時間と家族の食生活スタイ
ルとの関係を調べるには，就業の有無だけでは不十分であり，
フルタイムで働いているか，パート・アルバイトで働いてい
るかといった就業形態による区別が必要である．なぜなら，
パートやアルバイトなど非正規雇用で働く女性は，フルタイ
ムで働く女性に比べ，労働時間の調整が容易であり，調理時
間など食事に費やす時間を確保できると想定されるためで
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ある．近年は，パートやアルバイトなど非正規雇用で働く女
性の割合が増加しており2），この区別は重要な意味を持って
いる．
　図１は，『労働力調査』より作成した男女別の非農業雇用
者に占める非正規雇用者比率の割合を表したものである．図
１を見ると，雇用者に占める非正規雇用者の割合は，年々増
加していることがわかる．特に，女性は，以前から非農業雇
用者に占める非正規雇用者の割合が高かったが，年々その割
合は増加し続け，2003年以降は，50％を超えている．
　女性の就業形態以外に食生活のスタイルに影響を与える
要因としては，家族構成などの社会人口学的要因が考えられ
る．例えば，時子山（1999）は，一世帯あたりの世帯員数の
減少や世帯員の高齢化といった家族構成の変化が食生活の
簡便化を促進する要因となっていると指摘している．また，
Mennell et al.（1993）は，欧米での調査にもとづき，高収入や
高学歴などの高階層ほど摂取する栄養素の種類が多いなど
食生活は向上すると指摘している．一方で，収入や職業形態
は，食生活のスタイルとは相関しないとする研究（小林
2010）や，食生活における意識と行動は，社会階層には規定
されないと結論づける研究もある（佐藤・山根 2007）．この
様に既往研究の結果は多様であり，食生活スタイルの構造を
安定的に把握するためには，実証研究の更なる蓄積が求めら
れる．
　本稿では，ファストフードを食べる回数の増加や，夕食を
作る回数の減少といった食の外部化，および，家族と一緒に
食事を食べる回数の減少（孤食）や，朝食を食べる回数の減
少（欠食）といった食生活のスタイルが，女性の就業形態や
社会人口学的要因によってどのように異なるかを多変量プ
ロビットモデルにより分析し，女性の仕事と家庭生活の両立
に向けた方策を考える上で有益な情報を提供することを目
指す．
調査設計とサンプル属性
　女性の労働時間の増加は，食の外部化を進めたり，食生活
のために費やす時間の減少をもたらしたりするなど食生活
スタイルに影響を与えると考えられる．労働時間は，就業形
態によっても違いがあり，フルタイムで働く女性は，パート
やアルバイトで働く女性に比べ，労働時間帯の調整が利きに
くく，労働時間も長くなりがちである．そこで，本稿では，
食の外部化の程度および調理など食事に費やす時間の減少
によっておこる孤食や欠食と，女性の就業形態との間にどの
ような関係があるかを分析するために，アンケート調査を実
施した．調査対象は，（株）インテージにモニター登録をして
いる全国の女性から1300人を抽出し，郵送にて調査票を配布
した．女性の就業形態が家族の食生活に与える影響を分析す
るために，回収された996人の回答から，分析の対象として
ふさわしい，65歳未満の既婚者（労働力人口に属する二人以
上世帯）を対象とした．
　調査票では，まず，１週間のうちに「ファストフードを食
べる回数」と「夕食を作る回数」，「家族と一緒に夕食を食べ
る回数」，「朝食を食べる回数」の４項目の食生活のスタイル
について尋ねた．このうち，「ファストフードを食べる回数」
と「夕食を作る回数」は，食の外部化の程度に関する質問で
あり，「家族と一緒に夕食を食べる回数」，「朝食を食べる回数」
は，食事に費やす時間の減少がもたらす孤食や欠食について
の質問である．なお，それぞれの項目への回答は，５回未満
の人と５回以上の人で区分し，就業形態によって，どちらに
区分されるかを分析する．
　次に，就業形態について，「フルタイム」「パート・アルバ
イト」「その他」3）の３段階で尋ね，食生活のスタイルに影響
を与えると考えられる社会人口学的要因についても同時に
尋ねた．食生活に対する考え方は，年齢によって，違いが見
られるかもしれない．従ってここでは，回答者の年齢につい
図１　 男女別非農業雇用者に占める非正規雇用者比率の推
移：厚生労働省『労働力調査』より作成
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て尋ね，「34才以下」，「35才から44才」，「45才から54才」，「55
才から64才」の４つに区分する．また，世帯人員数や家族構
成の変化が食生活に影響を与えることが，時子山（1999）に
より指摘されているため，世帯人員数についても尋ねた．さ
らに，小西（2008）は，子供の朝食の欠食率は家族の所得が
高くなるほど低下していることを示している．そこで，回答
者の世帯所得についても尋ね，低所得者，中所得者，高所得
者の３つに区分し，低所得者は年間所得が「400万円未満」，
中所得者が「400万円～700万円」，高所得者が「700万円以上」
とした．中出（2012）は，親の最終学歴の違いが子供の食習
慣を決定づけると指摘しているため，ここでは，「高卒以下」，
「短大卒」，「大学卒以上」の３つに区分した．また，子供の
いる家庭は，子供のいない家庭に比べ，食生活に対する関心
が高いかもしれないため，末子の年齢も尋ね，末子年齢を「６
才未満」と「６才から17才」によって区分した．さらに高齢
者の同居者がいれば，食事の準備などを手助けしてもらえる
可能性もある一方で，ケアをする必要性から，調理にかける
ことができる時間が制限されるかもしれない．そこで，「65
才以上」の同居家族員の有無についても尋ねた．
　表１は，サンプルの基本特性を就業形態別に集計したもの
である．同表より，以下のことが読み取れる．まず，すべて
の食生活の項目において，フルタイム，パート・アルバイト，
その他の順に当てはまる割合が少ない．一方で，就業形態に
よって，年齢，世帯人員数，世帯所得，学歴，末子年齢の構
成比に違いが見られる．そこで，食生活のスタイルの違いが，
就業形態によるものなのか，それとも，社会人口学的要因に
よるものであるかを検証するために，アンケート調査で得ら
れたデータをもとに計量経済分析を行う．説明変数が，質的
変数の選択確率に与える影響を推定する方法としては，プロ
ビットモデルがよく用いられている．しかし，食生活のスタ
イル４つの指標の間には，相関関係があると考えられるため，
ここでは，まず４変量の多変量プロビットモデルによる推計
を行う．多変量プロビットモデルによる推計の概要は以下の
通りである．
回帰分析
分析モデル
　女性の属性によって説明される潜在変数 yi*（i＝1，2，3，4）
を考え，この潜在変数によって食行動および健康を害するリ
スクに対する意識 yi が決定されるとする．ここで，添え字i
について，i＝1は「ファストフードを食べる回数」，i＝2は「夕
食を作る回数」，i＝3は「家族と一緒に夕食を食べる回数」，
i＝4は「朝食を食べる回数」をそれぞれ表すものとし，それ
ぞれの指標について，５回以上と回答している人をy＝1，そ
れ以外を y＝0と定義する．女性の食行動および意識は，潜
在変数によって，以下のように決定される．
　　yi＝1　if　yi* ＞ 0
　　yi＝0　otherwise
　さらに潜在変数は，以下の誤差構造をもつ線形関係式とし
て表現されるものとする．
　　
　ここで，aは定数項，βはパラメータベクトル，x は女性の
属性を表す説明変数ベクトル，uは多変量正規分布に従う誤
差項をそれぞれ表す．本稿では，食生活のスタイルに影響を
与えると考えられる説明変数として，就業形態，年齢，世帯
人員数，世帯所得，最終学歴，末子年齢，65歳以上家族の有
無を考える．
分析結果
　食生活スタイル i＝1から４のうち，どの式の誤差項間に
相関があるかを確かめるために，まず，４つすべての回帰式
の誤差項が相関しているとする多変量プロビットモデルの
推計を行った．
　表２（左列）より，「夕食を作る回数（i＝2）」と「家族と
一緒に夕食を食べる回数（i＝3）」，および，「朝食を食べる
回数（i＝4）」の式の誤差項の相関係数は，５％の有意水準
で有意に正であり，i＝1，すなわち，「ファストフードを食
べる回数」の式の誤差項は，他のどの式の誤差項とも相関が
無いことがわかる．したがって，以下では，「ファストフー
ドを食べる回数」の式のみ単独のプロビットモデルで推計し，
残りの３本の式については，多変量プロビットモデルによる
推計を行うことにする．
　推計は，まず，全変数を用いたフルモデルについて行い，
次に，フルモデル推定式から有意でない変数を排除するため
に，説明変数の全組み合わせについてAIC （赤池情報量規準）
を求め，その中からAICが最小になるモデルを選択する．
　表３には，それぞれの食生活のスタイルについてのフルモ
デルとAIC最小モデルの推計結果が掲載されている．なお，
AIC最小モデルにおいて，ρ32，ρ42，ρ43，のすべての相関係数
が選択されており，多変量プロビットにより推計された３本
の式の間には，誤差項間に相関があることが確認できる（表
２右）．ただし，ρ43は，５％の有意水準で有意では無いため，
注意が必要である．
　表３より，以下のことが読み取れる．就業形態についてみ
ると，「ファストフードを食べる回数」は，フルタイムとパー
ト・アルバイトのダミー変数がAIC最小モデルで選択されず，
就業形態による違いは見られない．残りの３つの指標につい
yi* ＝ai＋βi x i＋ui （i＝1, 2, 3, 4）
u1
u2
u3
u4⎱
―
―
―
―
―
⎱
⎱
―
―
―
―
―
⎱
～N
0
0
0
0
，
⎱
―
―
―
―
―
⎱
⎱
―
―
―
―
―
⎱
1  ρ21 ρ31 ρ41
ρ21 1  ρ32 ρ42
ρ31 ρ32 1  ρ43
ρ41 ρ42 ρ43 1⎱
―
―
―
―
―
⎱
⎱
―
―
―
―
―
⎱
19石田・西山・丸山：女性の就業形態が食生活に与える影響
ては，就業形態による違いが見られた．この結果は，収入や
職業形態は，食生活のスタイルとは相関しないとする小林
（2010）の結果と異なる点である．就業形態による違いにつ
いて詳しく見ると，「夕食を作る回数」，「家族と一緒に夕食
を食べる回数」については，フルタイム，パートタイム・ア
ルバイトのダミー変数のパラメータが，ともに負であり，そ
の絶対値は，フルタイムの方が大きいのに対し，「朝食を食
べる回数」については，フルタイムのダミー変数は有意に負
であるが，パートタイム・アルバイトのダミー変数は，AIC
最小モデルで選択されなかった．これは，労働時間が長くな
表１　就業形態別の食生活のスタイルと属性
フルタイム
パート・
アルバイト
その他 合計
１週間に５回以上
　夕食を作る 92 （86%） 215 （94%） 258 （99%） 565 （95%）
　家族と一緒に夕食を食べる 77 （72%） 186 （82%） 230 （88%） 493 （83%）
　ファストフードを食べる 58 （54%） 107 （47%） 108 （41%） 273 （46%）
　朝食を食べる 92 （86%） 205 （90%） 247 （95%） 544 （91%）
35歳未満 20 （19%） 19 （8%） 40 （15%） 79 （13%）
35⊖44歳 33 （31%） 67 （29%） 69 （26%） 169 （28%）
45⊖54歳 29 （27%） 72 （32%） 49 （19%） 150 （25%）
55⊖64歳 25 （23%） 70 （31%） 103 （39%） 198 （33%）
世帯人員数
　２人 31 （29%） 37 （16%） 58 （22%） 126 （21%）
　３人 23 （21%） 59 （26%） 70 （27%） 152 （26%）
　４人 29 （27%） 80 （35%） 78 （30%） 187 （31%）
　５人 13 （12%） 31 （14%） 32 （12%） 76 （13%）
　６人以上 11 （10%） 21 （9%） 23 （9%） 55   （9%）
世帯収入
　400万円未満 14 （13%） 66 （29%） 80 （31%） 160 （27%）
　400万円以上700万円未満 52 （49%） 102 （45%） 113 （43%） 267 （45%）
　700万円以上 41 （38%） 60 （26%） 68 （26%） 169 （28%）
大学卒以上 30 （28%） 20 （9%） 54 （21%） 104 （17%）
短大・専門学校 32 （30%） 92 （40%） 94 （36%） 218 （37%）
高卒 45 （42%） 116 （51%） 108 （41%） 269 （45%）
末子年齢
　６歳未満 25 （23%） 30 （13%） 66 （25%） 121 （20%）
　６⊖17歳の子供 36 （34%） 98 （43%） 87 （33%） 221 （37%）
65才以上の同居者がいる 23 （21%） 49 （21%） 69 （26%） 141 （24%）
サンプルサイズ 107 （100%） 228 （100%） 261 （100%） 596 （100%）
表２　誤差項の相関係数
４変量の多変量プロビット ３変量の多変量プロビット
フルモデル フルモデル AIC最小モデル
ρ21 0.07 （0.59）
ρ31 －0.08 （0.93）
ρ32 0.40 （4.38）＊＊ 0.45 （4.86）＊＊ 0.44 （4.91）＊＊
ρ41 －0.09 （0.94）
ρ42 0.29 （2.47）＊ 0.33 （3.14）＊＊ 0.34 （3.27）＊＊
ρ43 0.15 （1.43） 0.15 （1.59） 0.16 （1.66）
＊＊は１％の有意水準，＊は５％の有意水準で有意であることを意味する．
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りがちな，フルタイムで働く女性は，家事労働，特に調理な
どに時間をかけることがパートタイム・アルバイトや専業主
婦などに比べ困難であり，パートタイムの女性は，出勤時間
に余裕があるため朝食をとるうえでは負担にならないが，夕
食を作ったり，家族と一緒に夕食を食べたりすることについ
ては負担となっている可能性が示唆される．
　世帯人員数は，「夕食を作る回数」と「家族と一緒に夕食
を食べる回数」でそのパラメータが正であった．「夕食を作
る回数」については，時子山（1999）が，一世帯あたりの世
帯員数の減少が食の外部化を推進する要因であると指摘し
たように，調理にかける時間について規模の経済性が働いて
いるためと考えられる．したがって，世帯人員数が多い家庭
表３　推計結果
フルモデル
ファーストフー
ドを食べる回数
夕食を作る回数
家族と一緒に夕
食を食べる回数
朝食を食べる回数
coeff. t-stat. coeff. t-stat. coeff. t-stat. coeff. t-stat.
定数項 0.31 （1.08） 1.79 （3.63）＊＊ 0.90 （2.53）＊ 1.24 （3.14）＊
フルタイム 0.18 （1.48） －1.21 （－4.23）＊＊ －0.53 （－2.93）＊＊ －0.48 （－2.32）＊
パート・アルバイト 0.23 （1.48） －0.72 （－2.60）＊＊ －0.38 （－2.47）＊ －0.20 （－1.11）
世帯人員数 0.02 （0.27） 0.09 （0.96） 0.10 （1.52） 0.02 （0.24）
35⊖44歳 －0.27 （－1.28） 0.03 （0.10） －0.18 （－0.68） －0.02 （－0.09）
45⊖54歳 －0.81 （－3.53）＊＊ 0.50 （1.39） －0.34 （－1.20） 0.15 （0.49）
55⊖64歳 －1.30 （－5.48）＊＊ 0.62 （1.67） 0.33 （1.16） 0.57 （1.77）
世帯収入400万円未満 0.13 （0.90） －0.08 （－0.31） －0.14 （－0.81） －0.34 （－1.77）
700万円以上 0.10 （0.76） －0.05 （－0.22） －0.36 （－2.33）＊ －0.17 （－0.89）
大卒 0.17 （1.09） 0.05 （0.16） －0.46 （－2.46）＊ 0.41 （1.58）
短大卒 0.02 （0.13） －0.11 （－0.51） －0.23 （－1.54） －0.04 （－0.25）
末子年齢 0.00 （0.00）
　６歳未満 0.03 （0.15） 0.10 （0.33） 0.27 （1.13） 0.42 （1.66）
　６⊖17歳の子供 0.02 （0.14） 0.22 （0.75） 0.85 （4.19）＊＊ 0.09 （0.40）
65歳以上同居 0.00 （0.01） －0.55 （－2.14）＊ 0.16 （0.87） 0.19 （0.84）
サンプル数 596 596
AIC 752.54 1063.40
AIC最小モデル
ファーストフー
ドを食べる回数
夕食を作る回数
家族と一緒に夕
食を食べる回数
朝食を食べる回数
coeff. t-stat. coeff. t-stat. coeff. t-stat. coeff. t-stat.
定数項 0.63 （4.13）＊＊ 1.77 （4.77）＊＊ 0.43 （1.84） 1.26 （10.29）＊＊
フルタイム －1.21 （－4.33）＊＊ －0.46 （－2.63）＊＊ －0.40 （－2.20）＊
パート・アルバイト －0.71 （－2.63）＊＊ －0.37 （－2.39）＊
世帯人員数 0.13 （1.69） 0.12 （2.09）＊
35⊖44歳 －0.29 （－1.58）
45⊖54歳 －0.83 （－4.56）＊＊ 0.40 （1.64）
55⊖64歳 －1.37 （－7.59）＊＊ 0.49 （1.87） 0.63 （3.93）＊＊ 0.53 （2.90）＊＊
世帯収入400万円未満 －0.32 （－1.90）
700万円以上 －0.36 （－2.63）＊＊
大卒 －0.31 （－1.92） 0.40 （1.73）
短大卒
末子年齢
　６歳未満 0.39 （1.99）＊ 0.41 （1.96）＊
　６⊖17歳の子供 0.83 （4.74）＊＊
65歳以上同居 －0.64 （－2.68）＊＊
サンプル数 596 596
AIC 739.06 1033.26
＊＊は１％の有意水準，＊は５％の有意水準で有意であることを意味する．
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ほど夕食を家庭で作る傾向にあるため，家族で夕食を食べる
機会も増えているのだと考えられる．
　年齢についてみると，高年齢の女性ほど，「夕食を作る回
数」，「家族と一緒に夕食を食べる回数」，「朝食を食べる回数」
が多い傾向にあり，「ファストフードを食べる回数」が少な
い傾向にある．これは，年齢が高い世代は，食の外部化や孤
食，欠食が進行する前の世代であるためと考えられる．
　所得および学歴について見ると，以下のことがわかる．「家
族と一緒に夕食を食べる回数」において，高所得者のダミー
変数が有意に負であり，これは，同じ就業形態においても，
高所得者ほど，労働時間が長くなりやすく，家族と一緒に夕
食を食べる時間を取ることが困難になる傾向があると解釈
できる．また，大学卒業者以上のダミー変数のパラメータは
負である．この背景には様々な要因が考えるが，その一つと
して，高学歴者ほど，個人的な目的を実現したいというライ
フスタイルを重視するために家庭外で過ごす時間が増える
傾向があり，その結果として家族と一緒に夕食を食べる割合
が低くなるという可能性が考えられる4）．一方で，「朝食を
食べる回数」については，低所得者のダミー変数のパラメー
タが負であり，大卒以上のダミー変数のパラメータが正であ
る．このことは，高所得や高学歴などの高階層ほど食生活の
質の向上につながるとするMennell et.al. （1993）と整合的であ
る．「家族と一緒に夕食を食べる回数」と「朝食を食べる回数」
の２つの食生活のスタイルで，収入および学歴の効果が逆な
のは，朝食の欠食が，集中力の欠乏や疲労感，生活習慣病の
リスクを高めるなど，健康に直接影響するのに対し，共食と
健康のつながりについては，実感しにくいためと考えられる．
　子供の有無については，「家族と一緒に夕食を食べる回数」，
「朝食を食べる回数」で，そのパラメータが正であった．こ
れは，近年の食育の効果で，子供の孤食を避けようとする行
為とも考えられるが，子どものいる家庭で，子どもへの教育
として規則正しい生活が実践されており，この延長上に食事
も位置づけられるのであり，さらに子供とのコミュニケー
ションも兼ねて共食が実践されているのではないだろうか．
　65歳以上同居者については，「夕食を作る回数」において，
そのパラメータが負であった．これは，親世帯と同居をして
いる家庭では，同居の親などが，家事に協力しているため，
働く女性が食事を作る回数が少なくなっているのだと考え
られる．
ま と め
　パートやアルバイトで働く女性とフルタイムで働く女性
では，労働時間の長短や調整の容易さに違いが見られる．そ
のため，就業の有無だけでなく，就業形態によっても食生活
のスタイルに違いが見られると考えられる．パートやアルバ
イトで働く女性は，近年増加しており，こうした女性の食生
活のスタイルが，フルタイムで働く女性とどのように異なる
かを明らかにすることは，食の外部化や，孤食，欠食のよう
な食生活の乱れ等，女性の食生活に関する様々な課題につい
て考えるために重要である．そこで，本稿では，ファストフー
ドを食べる回数，夕食を作る回数，家族と一緒に夕食を食べ
る回数，朝食を食べる回数の４つの食生活のスタイルが，女
性の就業形態や社会人口学的要因によってどのように異な
るかを多変量プロビットモデルにより分析した．
　分析の結果，以下のことが明らかになった．就業形態と食
生活のスタイルの関係は，４つの食生活のスタイルで違いが
見られる．すなわち，「ファストフードを食べる回数」は，
就業の有無や就業形態によって違いが見られないのに対し，
「夕食を作る回数」，「家族と一緒に夕食を食べる回数」につ
いては，働いている女性の方が，働いていない女性に比べ少
なく，さらに，就業している女性の中でも，フルタイムで働
く女性は，パートタイム・アルバイトで働く女性よりも少な
い傾向にある．また，「朝食を食べる回数」については，フ
ルタイムで働いている女性は，パートタイム・アルバイトで
働く女性や，就業していない女性に比べ少ない傾向にある．
つまり，女性にとって就業の有無や就業形態が食生活のスタ
イルに与える影響は，食生活のスタイルごとに違いが見られ
る．さらに，食生活のスタイルごとに，それぞれに異なった
社会経済的要因が影響をもたらしている．これらの結果は，
食生活に関する様々な課題への対応を考えるには，対応する
べき課題ごとに，ターゲットとするべき層が異なることを示
しており，労働時間の短縮化といった，一様なアプローチの
みですべての問題が解決されるものでもないことを明らか
にしている．
和文抄録
　本稿では，ファストフードを食べる回数の増加や，夕食を
作る回数の減少といった食の外部化，および，家族と一緒に
食事を食べる回数の減少（孤食）や，朝食を食べる回数の減
少（欠食）の４つの食生活のスタイルについて，それらが，
女性の就業形態や社会人口学的要因によってどのように異
なるかを多変量プロビットモデルにより分析した．分析の結
果，以下のことが明らかになった．女性の就業形態および，
年齢や家族構成，所得，最終学歴などという社会人口学的要
因によって，食生活のスタイルに違いが見られる．しかし，
すべての食生活のスタイルについて，同じ要因が影響を与え
ているわけではなく，フルタイムやパートといった就業形態
の違いが重要な決定要因となるもの，就業形態の違いよりも
就業の有無が重要であるものなど，様々である．これらの結
果は，食生活に関する様々な課題への対応を考えるには，対
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応するべき課題ごとに，ターゲットとするべき層が異なるこ
とを示しており，労働時間の短縮化といった，一様なアプロー
チのみですべての問題が解決されるものではないことを示
している．
　最後に，本稿で残された課題について述べる．第一に，居
住地域による比較を行っていない点である．外食の利便性や，
通勤時間，食生活に関する価値観などに地域差がある可能性
は，レフェリーからも指摘されている．第二に，同居家族の
調理担当について，65歳以上の同居者の実を考慮し，配偶者
の家事への参加を考慮していない点である．配偶者の就業形
態や調理担当の有無などについて検討すべきであるという
意見は，レフェリーからも指摘されている．もちろん，これ
らの要因についての検討は，有益なインプリケーションをも
たらすことが予想されるが，調査項目に含んでいなかったた
め，分析できなかった．今後の研究では，居住地域や配偶者
の家事への参加度合なども考慮した分析が望ましいと考え
られる．
補　　注
１） 高田・石井・平野（2011）や内閣府「平成21年度高齢者
の日常生活に関する意識調査結果」など．
２） 厳密には非正規雇用がすべてパートタイムやアルバイト
であるわけではなく，派遣社員なども含む．
３） その他の多くは，専業主婦であり，その他一部無職がい
る．
４） 本稿の結果からは，この可能性を支持する証拠はなく，
今後の分析課題としたい．
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